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I .は じ め に

農業水利施設の機能を維持 ・発展させるための適時 ・

適切な補修 ・補強に関する設計 ・施工技術の体系的整備

への取組みが本格化 してから,数 年が経 とうとしてい

る。この問,筆 者らは,農 業水利コンクリー ト構造物の

劣化の現状調査や補修 ・補強の実態調査の結果1)'〕を踏

まえて,非 破壊調査技術などによる劣化診断手法抑や性

能照査とリンクした維持管理のあり方つなどを提案する

とともに, レジンコンクリー トパネル,製 管工法,ジ オ

メンブレン,高 靭性セメント複合材料などを用いた現況

構造物の躯体を活用した補修 ・補強工法の開発とその適

用妥当性の検証い〕を行ってきた。

本報では,こ うした補修 ・補強に関わる現場対応など

を通じて明らかになった,調 査,診 断,設 計 ・解析,補

修 ・補強などの各段階で,今 後早急に議論されるべき畿

つかの基本的な技術的課題を事例に基づいて報告し,そ

の対応のあり方を提案する。

II.現 場打 ち RC水 路 に対 す るひび割れ調査

1.ひ び割れ調査の目的

コンクリー ト標準示方書 (以降,示 方書という)に 記

されたひび害Jれに関する使用限界状態の照杢では,生 じ

るひび害Jれが有害か否かの判定基準として,許 容ひび害J

れ幅が設定されている。しかし,そ の値は広範な種類の

鉄筋コンクリー ト構造物を対象としており,水 路などの

特徴や使用条件を適切に考慮したものではない。性能照

査型設計への移行を控え,独 自の基準の制定が望まれ

る。

そこで農村振興局性能規定化技術検討委員会の構造分

科会,お よび全国の土地改良技術事務所 (とりまとめは

中国四国農政局)に より,現 場打ちRC水 路のひび割れ

と鉄筋腐食の状況に関する調査が実施された。水路にお

けるひび割れ幅と鉄筋腐食の関係を明らかにし,許 容ひ

び割れ幅決定の資料とすることが目的である。

2.調 査の概要と結果

水路から採取したコアは,最 多頻度流量の水面付近を

基準とし,水 面より上位 (気中)と 下位 (水中)の 2種

類に分類 した。コアの側面に開日したひび割れに対して

鉄筋付近のひび割れ幅を読み取った後,ひ び害Jれと鉄筋

が交差 ・接触 しているかどうかを確認した。そして鉄筋

を取 り出して,腐 食や断面欠損の状況を調べた。

気中部から採取された鉄筋の中でひび害Jれと交差 ・接

触していたものについて,ひ び害Jれ幅と断面欠損の】犬態

を表-1に 示す。ひび割れ幅が大 きくなるにつれ,断 面

欠損を受けた鉄筋の割合が増える。表には示していない

が,水 中部では気中部と比べ,同 程度のひび割れでも腐

食が進まない傾向がみられた。調査対象となったひび割

れの多 くは,施 工直後に乾燥収縮や温度応力による変形

で生 じたものであり,発 生から30年 以上経っていると

推測される。

示方書において鉄筋腐食に関する許容ひび割れ幅は,
一般の環境でかぶ りの 0.005倍 程度とされている。現時

点での検討では,示 方書の基準は水中部だけでなく,気

中部に対しても過剰に安全側であることが示唆されてい

る。許容ひび害Jれ幅以外の基準に対しても,同 様の調査

を通 じて水路の状況を適切に考慮した値を順次設定して

いくことが望まれようc
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表-1 ひ び割れによる鉄筋腐食の状況 (気中)
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III,排 水機場基礎 コンク リー トの機能診断事

例

1.診 断調査の方法と結果

海岸近傍のA排 水機場基礎コンクリー トに多 くのひ

び割れや遊離石灰が見られた。これまでの調査では,こ

れら変状の要因は
“
塩害

Jと
されていた.塩 分の躯体深

さ方向の浸透状況を詳細に把握するため,コ アの全塩分

測定,電 子緑マイクロアナライザ (Electron Probe Mト

cro Anttyzer i以降,EPMAと いう)に よる塩分浸透

調査,鉄 筋腐食状況を確認するためのはつり調査を実施

した。

飛沫部,喫 水面付近,水 中部からコアを採取し,塩 化

物量を測定した結果,変 状が多い飛沫部の塩化物量は,

鉄筋の腐食発生限界 1.2 kg/m合に達 していなかった。

また,EPMAで も飛沫部に塩化物はほとんど認められ

なかった。はつ り調査の結果でも,鉄 筋腐食はごく表面

的な腐食にとどまっていた。

そこで,再 度現地目視調査や試験結果の整理を行った

結果,O一 軸圧縮試験結果の弾性係数が著しく小さい‐

②ひび害Jれには白色析出物が見られる,0ひ び害」れのパ

ターンが鉄筋に沿うものでなく,無秩序に存在する,④

採取したコアの粗骨材に反応環が確認できる, というこ

とが判明し,ア ルカリ骨材反応 (以降,ASRと いう)の

可能性が浮上した。

新たにコアを採取 し,デ ンマーク法」いによる残存膨張

量試験を行った結果,ま だ変状が現れていない部位から

採取 したコアにおいて、「膨張性あり」と判定される膨

張量 0,4%に 近い値を示 した (図-1)。また,白 色析出

物を走査電子顕微鏡で観察した結果,ア ルカリシリカゲ

ルの生成が確認された。偏光顕微鏡による骨材鑑定の結

果でも,ASR反 応性を有する骨材の使用が確認された。

― 融 AI変 状部位|

― 屋外B(変 状部位)
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図-1 残 存膨張量試験結果 (デンマーク法)

2.機 能診断における留意点

本排水機場基礎コンクリー トの変状の主たる要因は,

反応性骨材の使用によるASRで あり,発 生したひび割

れに塩分が浸透する複合劣化と診断した。塩害に対する

補修工法と,ASR・ 塩害複合劣化に対する補修 (補強)

工法では,工 法に求める性能がまったく異なるH)。本事

例のように,補 修 ・補強工法を選定するための機能診断

に当たっては,先 入観にとらわれることなく, さまざま

な観点から劣化メカニズムを解明することが重要であ

る。

IV.補 強構造 物 の強度 評価

1.既 設構造物の用途変更と補強

劣化 した水路に適用可能な各種の補修工法が開発 さ

れ,適 用事例 も次第に増えてきた。補修工法の中には構

造耐力を増強させ,用 途変更のための補強に用いること

も可能なものがある。補強は既存施設を有効に活用する

有力な手段であるが,補 強効果の評価手法はまだ確立 し

たとは言えない状況にある。B現 場では,流 量を増大 さ

せるためにカルバー トの内圧管転用が計画された。しか

し,元 来内圧管 としては設計されていない既設管の頂版

には外筋がな く,補 強が必要であることは自明であっ

た。

そこで,補 修工法のひとつである製管工法を適用 し,

補強と用途変更を試みることになった。この工法では,

塩ビと補強筋からなるプロファイルで内管を形成 し,既

設管 との間にモルタルを充填,硬 化させる。その補強効

果を実証するために,実 構造物 を縮小 した図-2の よう

な構造に対 して強度解析による検討を行い, さらに同条

件の耐内水圧試験によって検証 した3色 の濃い部分が補

強用の新設断面,そ の外が既設管である。

2.補 強効果の解析 と評価

補強構造物の強度解析には,補 強材料の物性,既 設構

1'°口u  D10@200  D10C200

図-2 対
象 と した補 強構造物
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造と補強材の一体性など新たに考慮すべき事項があり,

既存の手法では十分対応できない。そこでモルタルの材

料試験とその結果に基づいた破壊解析により,ひ び割れ

や破壊の生じる水圧を求めた。得られた解析結果は十分

な補強効果が得られることを示してお り,ま た耐内水圧

試験の結果ともほぼ一致した。解析精度が確認されたと

判断し,実 構造物に対する解析を実施 して,作 用水圧を

大きく上回る耐内水圧性能が得られることを確認した。

しかし,そ の過程で,限 界状態設計法の部分安全係数

のように,性 能余裕の大きさを決定する定数が破壊解析

には存在せず,安 全性が十分であるかを客観的に判断す

る概念の不足が明らかになった。また鉄筋量の相対的な

減少により,補 強後は若干脆性的な破壊挙動を示す可能

性が示唆され,破 壊性状に応 じて性能余裕の大きさを定

める必要性も示された。補強構造物の強度評価には数値

解析が有用であるが,解 決すべき問題が残されている。

V.幹 線 水路の更新 にお ける新 工 法 の採用 事

例

1,更 新工法の選定

C現 場の幹線水路 (水路幅 13m,水 路高さ3m, ピ ー

ク流量 44m3/s)は ,築 造後約 40年 が経過 し,水 路表

面の磨耗による粗度の悪化に起因する水位上昇,日 地部

の劣化による漏水などの水理 ・水利用機能の低下が著し

い状況であった。そこで,改 修と補修の両面から更新工

法が検討されたが,特 に,従 来の目地補修工法では耐久

性と施工性に大きな課題があると判断されたことから,

全面的な改修工法を採用する設計方針 とされた。しか

し,詳 細設計が検討される中で,現 況の鉄筋コンクリー

トBEK体は,0平 均圧縮強度 :53.8N/mm2,0中 性化深

度 :最大 5mm.0磨 耗量 :平均約 5mm,cせ ん断破

壊や進行性ひび割れ :な し,0不 同沈下の発生 :な し,

との調査結果が明らかになった。さらに,最 近開発され

た目地補修の新工法
“
応力機能目地工法

Ⅲlコの情報が入

手された。そこで,新 技術導入農業農村整備事業の認定

を受け,本 幹線水路更新工事において新技術の実証試験

が行われた。その結果,十 分な機能の発揮と,工 期の大

幅な縮減 ・工事費半減の達成が可能であることが判明し

たこ

2.新 技術に関する情報入手とその評価への〕【戦

現場担当者は
“
調査 ・設計から施工に至るまで試行錯

誤の連続であった
'と

語っている。このように
Ⅲ
歩きな

がら考える
'こ

そが,本 来の技術者の姿勢ではなかろう

か。弛まぬ技術情報入手への努力とその技術評価への挑

戦が,大 きな成果を生む源泉となるのである.
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写真-l C現 場における応力機能目地施工状況

VI.お わ しメに

本報では,C)農業水利構造物としてのコンクリー ト水

路の耐久性を反映した許容ひび割れ幅,② 沿岸に位置す

る排水機場基礎の最適な補修 ・補強工法を選定するため

の機能診断調査,0内 圧管転用など用途変更も含めた既

設構造物の補強,0目 地など附帝工の更新に主眼をおく

既設構造物の補修について述べた。いずれの事例につい

ても根底にある考え方はその合理性であ り,そ れは調

査 ・診断,設 計 ・解析,補 1夕・補強などすべての段階で

今後さらに追求されるべき課題である。

わが国をは じめ先進国は,少 なか らず少子高齢化

(人),省 資源 (もの),財 政健全化 (金)へ の対応に直

面している。一方で,国 民の生活を支える水利施設など

社会基盤施設の維持管理への国民的付託は普通的であ

る。この大きな制約条件の下で円滑に事業を遂行して行

くには,い ろいろな分野の人材が結集して智慧を出して

いくしかない。21世紀は協働の時代とはそういうこと

であり,そ れを進める規範としては性能規定化がエンジ

ンであり,か つ品質や環境管理などマネージメントシス

テムの確立が必要である.そ のためにはシステムの標準

化 ・規格化,個 人の資格化が急務であり,技 術 ・理論に

裏付けられた教育による人材育成が肝要である。
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農業工学研究所土木地質研究室

1999年 東 北農政局郡山土地改良建設事業所

2001年 独 立行政法人農業工学研究所施設機能研究

室

現在に至る

1975年 京 都大学大学院農学研究科1参士謀程1多了

1975年 島 根大学農学部助手

1985年 同 上助教授

1995年 同 上教授

1995年 島 根大学生物資源科学部教授

現在に至る

長束
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